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四国地方整備局コンプライアンス推進計画 

（2019 年度～2021 年度） 
 

平成３１（2019）年２月５日 

四国地方整備局コンプライアンス推進本部 

  

四国地方整備局は、四国地方において広域的な視点に立ち、社会資本の整備・

維持管理などを通じて地域の活性化を図り、災害に強い四国づくりを推進し、こ

の地に暮らす人々の命と暮らしを守る重要な使命を担っている。その遂行に当た

っては、職員一人ひとりが自覚と誇りを持って職務に当たることが肝要である。 

私たち四国地方整備局の職員は、二度と高知県内における入札談合事案（以下

「高知事案」という。）のような不祥事を起こすことなく、コンプライアンス推

進の取組を継続し、法令を遵守し、我々に期待されている社会的要請に的確に対

応し、その使命を果たしていく必要がある。 

 このため、平成２４年（2012 年）１１月に「四国地方整備局コンプライアンス

推進計画」を初めて策定し、それ以降、各種取組を進めてきたところである。今

回、変更を含め７回目となる「四国地方整備局コンプライアンス推進計画」（2019

年度～2021 年度）においては、これまでの蓄積を踏まえ、中長期的な再発防止対

策としての取組を継続しつつ、より広範囲なコンプライアンスに関する複数年にわ

たる、以下の取組を行う。なお、取組にあたっては、重点化、優先順位等に十分

配慮するとともに、得られたノウハウは、組織全体として蓄積し、活用する。 

 

Ⅰ コンプライアンスの推進 

１ コンプライアンス推進体制 

(1) コンプライアンス推進本部等 

平成２ ４ 年１ １ 月１ ２ 日に設置した局長を本部長とする「四国地方整備局コンプ

ライアンス推進本部」（以下「推進本部」という。）と、推進本部の決定で設置し

た「四国地方整備局コンプライアンス推進室」によるコンプライアンスの推進体制を

継続し、コンプライアンスの推進及びそのための内部統制の強化を図る。 

 

(2) コンプライアンス・アドバイザリー委員会 

平成２ ４ 年度に推進本部と同時に設置した外部有識者で構成される「四国地方整

備局コンプライアンス・アドバイザリー委員会」において、推進計画等について意見

を伺い、取組等の強化に反映させる。 

 

(3) 事務所等の体制 

事務所等のコンプライアンスの取組を強化するため、事務所長及び管理所長を「コ
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ンプライアンス推進責任者」とし、推進責任者を補佐するため「コンプライアンス推

進室」の体制を継続するとともに、現場により密着した形で指導を行うため、本局、

事務所等に配置されたコンプライアンス指導者（以下「コンプライアンス指導者」と

いう。）を通じ、コンプライアンス等の強化を効果的・効率的かつ自律的に行う。 

 

２ 幹部職員のコンプライアンスの徹底 

  コンプライアンスの推進には幹部職員がリーダーシップを発揮して進むべき

方向を明確にし、率先垂範することにより、常に、組織風土を変えていくことが

重要である。 

  このため、幹部職員のコンプライアンスの徹底について、以下の取組を進め

る。 

 

(1) 幹部職員は、就任の都度、コンプライアンス宣誓を提出 

  幹部職員は、就任の都度「コンプライアンス宣誓」を全て自筆で作成のうえ、

各部・各事務所のコンプライアンス指導者に提出する。  

  コンプライアンス指導者は、提出された「コンプライアンス宣誓」を保管し、

その写しを適正業務管理官まで送付する。 

  対象者 本 局 ： 課長・室長・センター長以上の管理職 

      事務所 ： 副所長以上 

 

(2) 幹部職員は、人事評価（業績評価）において、コンプライアンス

徹底についての自己の研鑽及び所属職員への指導を目標に掲げ実行 

  幹部職員は、４月期及び１０月期の業績評価において、職務遂行における行

動及び結果についてはコンプライアンスを徹底すること、及び部下職員につい

てもコンプライアンスの徹底について指導することを目標として掲げ、着実に

実行する。 

  対象者 上記(1)と同じ 

 

３ 職員の意識改革の継続 

  職員一人ひとりにコンプライアンス意識をしっかりと根付かせ、高知事案を

風化させず、また、適正な公文書管理等、常に社会的要請に対応させるための

取組が必要である。 

  このため、講習会等を始めとした職員のコンプライアンス意識の啓発につい

て、以下の取組を進める。 

 

(1) コンプライアンスに関する講習会等の基本的方向 

1) 違法性やペナルティについての認識の徹底 

  講習会等の内容については、不祥事・不正行為等の具体的で幅広い事例を基
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に、発注者綱紀保持規程、国家公務員倫理法及び同規程、官製談合防止法、国

家公務員法等の関係法令違反の違法性や、懲戒処分、損害賠償請求、刑事処罰

等のペナルティについての認識が高まるような内容を可能な限り取り入れる。 

  特に入札談合等関与行為が発覚しないことはあり得ないこと及び入札談合に

関与した職員に対しては厳正な懲戒処分、損害賠償請求、刑事処罰等がなされ

ることを十分に認識させる。 

 

2) 職員が自分の身近な問題として捉え、効果が浸透するような手法

の採用 

  研修等の手法については、一方的な講義方式ではなく、不祥事・不正行為等

の具体的で幅広い事例を基にしながら、自分の身近な問題として職員同士が質

問・意見を出し合って理解を深めるグループ討議方式等を積極的に採用する。 

 

3) コンプライアンス講習会等への参加状況を職員ごとに記録 

  各職員のコンプライアンスへの意識、取組状況を把握するため、コンプライ

アンス講習会、コンプライアンス・ミーティングへの参加状況を記録・保存す 

る。 

 

4) 研修講師等の拡充、能力の向上 

  コンプライアンス指導者が各部、各事務所等において講習会の講師を務める

取組を引き続き進める。 

  このため、指導者を対象にした講習会や、ブロックワーキングでの勉強会を

充実させ、指導者能力の向上を図る。 

  また、国土交通大学校主催のコンプライアンス指導者養成研修にコンプライ

アンス指導者等を積極的に参加させるとともに、当該研修の受講者が研修講師

等を務めることにより、受講成果のフィードバックを図る。 

 

(2) 上記を踏まえたコンプライアンスに関する講習会等の取組の体系 

1) コンプライアンス・ミーティング 

  コンプライアンス・ミーティング（以下「ミーティング」という。）は、全

職員が参加してグループ討議を行うものであり、最も効果的な職員の意識啓発

手法であるとともに、意識を把握する重要な機会であるため、取組の中心的役

割を担うものとして位置付ける。 

  ミーティングは、全員が参加できるよう複数回に分けて実施したり、他の所

属のミーティングへ参加させる等の工夫により、出席率が１００％となるよう

努める。 

  また、職員一人ひとりの理解が深まるだけでなく、判断の難しい事案につい

ては上司やコンプライアンス指導者、関係部署等に相談していくことが定着す
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るように身近で具体的な事案に即した取組を行うとともに、ミーティング等で

得られた職員意見や疑問点等を共有し、テーマとして再度確認を行うことによ

り、職員の参加意識や議論の質が高まるような取組を行う。 

 

2) コンプライアンス講習会 

  コンプライアンスに関する認識の統一、知識の向上や、指導者能力の向上等

を図るために、全職員が受講可能となるよう各種講習会を開催する。 

① コンプライアンス指導者等を対象とした指導者養成講習（講師：外部のコン

プライアンス有識者等） 

② 管理職等を対象とした講習会（講師：適正業務管理官等） 

③ 係長、係員等を対象とした講習会（講師：コンプライアンス指導者） 

 

3) コンプライアンス研修 

  四国地方整備局が実施する研修において、昇任（採用）時の研修にコンプラ

イアンスに関するカリキュラムを取り入れる。 

  それぞれの研修内容に即して、研修員が日常業務や組織対応の中で感じるコ

ンプライアンス上の問題、疑問等、又は職場でのミーティングで出た疑問点等

を持ち寄り、テーマとしてグループ討議等を行うとともに、討議結果を発表、

記録するものとする。 

   

4) ブロックワーキング 

  事務所等の自律的な取組の促進やコンプライアンス指導者としての自覚及び

資質向上を図るための勉強会を、近隣事務所等によるブロックごとに、ブロッ

クワーキングとして実施し、講習会やミーティングのテーマなどについて活発

に議論し情報共有を図る。 

 

5) イントラネットを活用した自主学習支援 

  職務上の都合で講習等に出席できない職員による利用及び職員のコンプライ

アンス意識の醸成を支援することを目的としたイントラネットの自主学習コー

ナーの充実を図るとともに、ミーティングでの主な意見やコンプライアンスの

相談についてイントラネットに掲載し情報共有を図る。 

 

(3) その他の意識啓発のための取組 

1) 局長からの呼びかけ 

  局長は、コンプライアンスの推進、コンプライアンス等に関する問題の抱え

込み防止と組織全体での対応等について、適宜全職員に対する呼びかけを行う

ものとする。 
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2) パソコン立ち上げ時のコンプライアンスメッセージの表示 

  職員のコンプライアンスの徹底を図るため、全職員を対象として、行政パソ

コンの立ち上がり時に、コンプライアンスメッセージを日々変更し表示する。  

 

3) 各職員がコンプライアンスの行動をチェック 

  各職員がコンプライアンスについての行動チェックを実施することにより、

コンプライアンスの徹底を図る。  

  ミーティングの実施後等において、コンプライアンスの行動チェックを実施

し、記名のうえ各所属長を通じてコンプライアンス指導者まで提出する。 

  

4) コンプライアンス・ハンドブックの作成 

  職員のコンプライアンス意識の徹底及び日々の行動に役立つ資料として、ミ

ーティングの成果等から作成する事例集やコンプライアンスに関する基本的な

事項を網羅したハンドブックを作成し全職員に配布する。 

 

４ 発注者綱紀保持の徹底 

  事業者や事業者団体との対応については、四国地方整備局発注者綱紀保持規

程（以下「規程」という。）の趣旨や綱紀保持の体制が十分に活かされるよう、

組織としての対応の強化を図り、発注者綱紀保持を徹底するために、以下の取

組を進める。 

 

(1) 事業者等との対応ルールについて職員及び事業者等に徹底 

  職員に対し、規程第 5 条に規定する事業者等との応接方法に係るルールにつ

いて徹底するとともに、事業者等に対しても、趣旨、内容等について周知徹底

し、理解を求めるものとする。 

 

(2) 不当な働きかけに対する報告の徹底 

  職員に対し、規程第 12 条第 1 項に規定する事業者等への対応を徹底するとと

もに、特に同条第 2 項以下に規定する報告については、組織のトップである局

長への速やかな報告を徹底し、組織として毅然とした対応を行う。 

  なお、発注事務の公正な職務の執行を損なうおそれのある不当な働きかけに

ついては、組織として必要な措置を講ずるとともに、随時又は定期的に公表を

行う。 

  また、四国地方整備局の職員間における情報漏洩要求行為等の規程に抵触す

ると思料する事実を確認し、又は通報を受けた職員は、規程第 6 条の規定によ

り速やかに発注者綱紀保持担当者に報告を行う。 

 

５ 円滑なコンプライアンス相談・報告等の実施に向けた取組 
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  コンプライアンス相談・報告窓口について、職員への周知に工夫を凝らし、

窓口設置の趣旨が活かされる取組を進める。 

  また、心の悩みや、周りが見てこれはおかしいと気付く場合も含めてくみ取

れるような、相談されやすい窓口となるよう配慮するとともに、各職場におい

てもコンプライアンスに関する問題を気軽に話し合える風通しのよい組織づく

りに取り組む。 

  相談・報告があった場合には、相談・報告者の保護等を徹底した上で、「コ

ンプライアンス相談・報告窓口の対応フロー」に基づき迅速かつ的確な対応を

行う。 

 

Ⅱ 入札契約手続きの見直しと情報管理の徹底 

１ 不正が発生しにくい制度への見直し 

  不正が発生しにくい入札契約制度への見直しのため策定した「高知県内の入

札談合事案を踏まえた入札手続きの見直しの実施について」（平成２６年２月

６日付け国地契第６１号ほか）に基づき、以下の取組を継続するとともに、そ

の評価を行う。 

① 予定価格の作成を入札書の提出後に行うこととするとともに、入札書と技術

提案書を同時に提出させることとする。 

② 積算業務と技術審査・評価業務の分離体制を確保することにより、両者の情

報を知る機会や知る者の数を限定し、情報漏洩の防止を図るものとする。 

③ 技術提案書における業者名のマスキングを徹底、入札参加業者名を知る者の

数を限定するとともに、特定の業者に対する不公正な評価及び情報漏洩の防

止を図るものとする。 

 

２ 情報管理の徹底 

  職員に対し、規程第 3 条の 2、第 3 条の 3 及び第 4 条並びに発注者綱紀保持

マニュアルの同条関係に規定する発注事務に関する情報管理の責任体制やルー

ルについて徹底する。 

  機密情報が含まれる文書の保管に当たっては、電子データとして保管する場

合にはアクセス制限、パスワード管理等技術的セキュリティの強化を図るなど

情報管理の徹底を図るものとする。 

 

Ⅲ 推進計画の実施状況及び実効性の定期的検証 

１ コンプライアンス推進本部によるモニタリング等 

(1) 推進計画に基づく取組の実施状況報告 

  各部長及び各コンプライアンス推進責任者は、推進計画に基づく取組の実施

状況を月ごとに取りまとめ、翌月の第２月曜日までに適正業務管理官まで報告

し、適正業務管理官は、これを毎月開催される推進本部の定例会議において報
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告するものとする。 

  また、本部規則第 7 条第 3 項の規定に基づき、推進本部長は毎月の定例会議

にコンプライアンス推進責任者等を参画させ、事務所等の取組の実施状況報告

及び取組に関する意見を受け、取組について検証・指導・改善を行うものとす

る。 

  なお、各事務所のコンプライアンス推進責任者等を年１回は必ず参画させる

ものとする。 

 

(2) 推進計画に基づく取組の公表 

  本部規則第 6 条第 3 項の規定に基づく公表を、本局ホームページで行い、透

明性の確保を図るものとする。 

 

２ 推進計画に基づく取組の実効性の定期的検証 

(1) セルフチェックシートによる職員の法令等理解度の検証 
  コンプライアンス関係法令等に関するセルフチェックシートにより法令の理解度

の検証を行う。 

  なお、理解度が低い事項については、講習会等で指導し理解度の向上を図る。 

  

(2) アンケートによる職員のコンプライアンス意識等の把握・検証 
  コンプライアンス意識及び取組に関する職員アンケートを実施し、職員のコ

ンプライアンスに関する理解度、意識、行動等の実態を把握のうえ、推進計画

に基づく取組の効果を検証するとともに、推進計画の作成や職員の指導に反映

させる。 

 

３ 事務所ごとの応札状況の透明化・情報公開の強化 

  入札談合の発見の端緒又はその抑止効果の一端を担う観点から、事務所ごと

に年間を通じた応札状況の傾向等についてホームページで公表するなど、透明

化・情報公開を強化するものとする。 

・事務所ごとの一般土木工事及び港湾土木工事の落札率（月平均・年平均）の

公表 

・事務所ごとの一般土木工事及び港湾土木工事の業者別年間受注額・受注割合

の公表 

 

４ 内部監査の強化・充実 

  一般監査において、コンプライアンスの取組状況及び入札契約関係文書の管

理等を重点監査事項に位置付け監察の強化を図る。 

  また、必要に応じ臨時的な監査等を実施する。 
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Ⅳ 取組等の周知 

  推進計画に基づく取組等の実効性を高めるため、地域の建設業者、地方公共

団体、退職者等の関係方面に対して、対策、取組の趣旨、内容等について周知

し、理解を求めるものとする。 

 周知の方法は以下のとおりとする。 

① 本局ホームページに、有資格業者を対象としたコンプライアンス推進計画の

取組及び発注者綱紀保持の取組についての協力依頼を掲載する。 

② 一般競争（指名競争）参加資格認定通知書に、四国地方整備局における発注

者綱紀保持の取組への協力依頼文を同封する。 

③ 各部長及びコンプライアンス推進責任者は、事業者団体との各種意見交換会

等で、四国地方整備局コンプライアンス推進計画の取組及び発注者綱紀保持

の取組等を周知する。 

④ コンプライアンス推進計画及び発注者綱紀保持の取組について、事業者団体

等へ周知する。 

 

Ⅴ 推進計画の定期的検証及び見直し 

本推進計画に基づく取組を着実に進展させていくため、毎年度ごとに、推進

本部において本計画の実施状況を定期的検証のうえ自己評価を行い、コンプラ

イアンス・アドバイザリー委員会に報告し、改善に向けた提言を受けるととも

に、計画期間内であっても柔軟に対応を行うものとする。 

  さらに、計画終了前に計画期間内の実施状況を踏まえ、実施項目・手法等につ

いて、抜本的に評価及び見直しを行うものとする。 

 

 


